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基準４．学生 

４－１．アドミッションポリシー（受入れ方針・入学者選抜方針）が明確にされ、適切に

運用されていること。 

（１）事実の説明（現状） 

４－１－① アドミッションポリシーが明確にされているか。 

本学は「地域の経済、文化、スポーツ等の発展に寄与する人材の輩出を目指す、地域に

根差した大学」を目標としている。また、社会の変化や要請に伴い、より特色ある個性的

な大学への脱皮が求められているため、本学は「Be Student-oriented（すべては学生のた

めに）」の行動指針のもと、教育を重視した学生のための大学を志向している。 

平成 18(2006)年度から「興動館教育プログラム」を導入、既成概念にとらわれることな

く、ゼロから物事を考え、失敗を恐れず、他者と協働して「何か」を成し遂げることので

きる人間力あふれる人材、「興動人」の育成を本学の教育目的としている。 

これに基づき、本学のアドミッションポリシーは、大学生として必要な基礎学力を持ち、

経済学を志し、本学の教育目的である「ゼロから立ち上げる」興動人に共感を持ち意欲溢

れる、前向きかつ行動的な学生を入学させることである。 

そして、学部については、入学希望者に目的意識を持ってもらうために、各学科の育成

人材像を広島経済大学大学案内をはじめホームページに明示している。そのほか、オープ

ンキャンパス、進路指導高校教員への説明会、高校訪問など様々な機会を活用して広報し

ている。 

大学院経済学研究科については、博士課程前期課程では、将来研究者として、あるいは、

高度な専門職業人・実務担当者として活躍するための潜在能力を具える学生の受入れを目

指している。そして、博士課程後期課程では、将来研究者として活躍するための潜在能力

を具える学生の受入れを目指している。 

 

４－１－② アドミッションポリシーに沿って、入学要件、入学試験等が適切に運用され

ているか。 

〈学部〉 

入学試験の募集人員、日程、出願資格、試験科目、出願方法、入学手続方法については、

入学試験要項で受験生や高校に公表している。学部では、多様な学生を受入れるため、表

4－1－1 の選抜方針・方法により入学試験を実施している。 

また、入学試験当日は、学長を入試本部長として組織する入試本部を設置し、入試対策

委員長を中心に適正に試験を実施している。さらに、合格者は、入試対策委員会において

審議し、教授会の議を経て決定される。なお、入試対策委員は、学長、副学長、学部長、

各学科主任および教養教育部主任ならびに各学科の代表、また事務局長、入試広報室長で

構成されている。 
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表 4－1－1 入試区分と選抜方針・方法 

入試区分 選抜方針・方法 

指定校、後期指定校推

薦入試 

明朗快活で本学を強く志望し、全体の評定平均値が

3.5 以上の者。 
面接 

特別指定校推薦入試 
本学と協定を結んだ高校で特別編成課程を履修し、

明朗快活で本学を強く志望する者。 
面接 

指定スポーツ推薦入

試 

指定したスポーツにおいて、優れた競技成績をあげ

た者。 
面接 

特別推薦入試 
スポーツ活動、資格取得、文化・社会活動、海外経

験において活躍した者。 
小論文、面接 

資格スカラシップ推

薦入試 

情報または簿記の分野において優秀な資格を取得

した者。 
面接 

一般公募制推薦入試 基礎学力と高校での学習成果を評価する。 基礎教養テスト 

ＡＯ入試 
興動館教育プログラムに興味・関心を持ち、入学後

は積極的に取り組む意欲のある者。 

一次面談、 

二次面談 

一般入試（1 期、2 期） 
本学の出題する学力試験により基礎学力を評価す

る。 

1 期 3 科目、 

2 期 2 科目 

入試センター入試 

（1 期、2 期） 

センター試験で受験した科目のうち、高得点の２科

目の成績を評価する。 

2 科目以上受験

した者 

編入学試験 大学・短期大学を卒業または在学中の者。 
小論文、英語、

面接 

編入学指定校入試 
本学が指定した短期大学、専門学校に在学中で、本

学を強く志望する者。 
面接 

社会人入試 

（1 期、2 期） 
３年以上の定職経験のある者。 小論文、面接 

外国人留学生入試 

（指定校） 

本学が指定する日本語学校で日本留学試験の日本

語の点数が 250 点以上および総合科目等において

140 点以上の者。 

面接、書類審査 

外国人留学生入試 

（1 期、2 期、渡日前） 
本学への留学を希望する外国人。 

面接（1 期、2

期）、書類審査 

 

〈大学院〉 

大学院経済学研究科博士課程は、表 4－1－2 により入学試験を実施している。 

表 4－1－2 入試区分と選抜方法 

入試区分 選抜方法 

一般選抜入試 前期課程・後期課程 筆答試験（外国語、専門科目）、口述試験 

社会人特別選抜入試 前期課程 口述試験 

 

外国人留学生大学院入試 
前期課程・後期課程（国内） 筆答試験（日本語、専門科目）、口述試験 

前期課程・後期課程（国外） 書類選考 

外国人留学生大学院特別選抜

（指定校推薦）入試 
前期課程（国外） 書類選考 
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入学試験の日程、出願資格、試験科目、募集人員、出願方法、入学手続方法については、

入学試験要項やホームページで受験生などに公表している。また、入学試験当日は、経済

学研究科長を入試本部長として組織する入試本部を設置し、入試広報室長を中心に適正に

試験を実施している。さらに、合格者の選考については、経済学研究科委員会において審

議、決定される。 

 

４－１－③ 教育にふさわしい環境の確保のため、収容定員と入学定員及び在籍学生数並

びに授業を行う学生数が適切に管理されているか。 

データ編【表 4－1】に学部の入学者の構成、データ編【表 4－2】に過去 5 年間の学部・

学科の志願者数、合格者数、入学者数の推移を示している。平成 20(2008)年度の入学定員

に対する入学者数比率を学科別に見てみると、経済学科 1.11 倍、経営学科 1.16 倍、国際

地域経済学科 1.15 倍、ビジネス情報学科 1.13 倍、メディアビジネス学科 1.2 倍、学部合

計 1.14 倍となっており良好な比率となっている。また、平成 16(2004)年度から平成 20 

(2008)年度まで過去 5 年間の入学定員に対する平均入学者数比率を学科別に見てみると、

経済学科 1.15 倍、経営学科 1.15 倍、国際地域経済学科 1.11 倍、ビジネス情報学科 1.13

倍、メディアビジネス学科 1.18 倍、学部合計 1.15 倍となっており適切に管理されてい

る。 

データ編【表 4－3】には出身高校の地域別の志願者数、入学者数を示している。入学者

数の 72％が広島県出身で、全体の 85％が中国地方出身者である。 

また、平成 20(2008)年 5 月 1 日現在の収容定員に対する学部の在籍学生の比率は、経済

学部 3,400 人の収容定員に対して在籍学生数は 3,879 人。在籍比率は 1.14 倍となっており

適切に管理されている。 

データ編【表 4－4】に大学院経済学研究科の過去 3 年間入学者数の内訳を示している。

募集人員は博士課程前期課程 10 人、博士課程後期課程 3 人で、平成 20(2008)年度入学者

数は博士課程前期課程 10 人、博士課程後期課程 1 人であった。募集人員に対する入学者

数は、後期課程において下回っているものの適切に管理されている。 

 

（２）４－１の自己評価 

「ゼロから立ち上げる」興動人をキャッチフレーズにアドミッションポリシーを大学案

内、ホームページ、受験ガイドなどで広報している。また、入試説明会、高校訪問、オー

プンキャンパスなどで受験生、高校教員に分かりやすく説明し、アドミッションポリシー

の認知度向上に努めた。しかし、本学の教育目的である「ゼロから立ち上げる」興動人の

認知度については、導入後 3 年間という短期間ということもあり、なお一層の努力・改善

の余地があるものと思われる。 

入学試験については、特色ある学生を受け入れるため 18 種類の入試制度があり、どの

試験も適正に実施している。また、毎年入学者数は定員の約 1.1 倍を確保しており適切に

管理されていることは高く評価することができる。さらに、情報開示では、合格者はもと

より不合格者に対しても入試得点を開示しており受験生や高校から評価を得ている。 
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（３）４－１の改善・向上方策（将来計画） 

ホームページの充実、広報戦略に合った広報活動の展開をさらに図り、本学のアドミッ

ションポリシーを広く理解してもらい、志願者減尐に歯止めをかけたい。そのために、本

学の個性化を一層進めると共にステークホルダーに対して情報発信を一層強化していく。 

また、適切な入学者を確保するため、入学者の選抜方法について定期的に入試対策委員

会で点検・評価する。 

一般入試、センター入試についても入試説明会、入学試験要項等でアドミッションポリ

シーを説明し受験者の理解を深めるようにする。 

 

４－２．学生への学習支援の体制が整備され、適切に運営されていること。 

（１） 事実の説明（現状） 

４－２－① 学生への学習支援体制が整備され、適切に運営されているか。 

〔入学前教育〕 

推薦入試の入学予定者全員に対して、12 月初旬に課題（図書紹介文を作成しコンテス

トに応募すること）を提示し、１月にスクーリングを実施している。スクーリングでは、

学習課題の説明（入学式当日までに学習するワークブックを配付）をしたり、ゼミ体験

授業などを行ったりして、学習および読書に対する動機付けを行った。その他、e ラー

ニングによる学習支援システムを用意し、入学するまで自学自習の進捗管理を行った。 

 

〔入学直後の支援〕 

●新入生セミナー 

学生同士・学生と教職員の親睦、学科への帰属意識の形成を目的として、４月に新入

生全員を対象に、国立江田島青尐年交流の家および国立三瓶青尐年交流の家等を利用し

実施している。 

●教員と先輩学生による履修相談会（平成 16(2004)年度から実施） 

時間割の組み方から授業の内容、希望進路に合わせた履修モデル、4 年間の学習計画

の立て方などについて、学部専任教員と在学生が相談に応じている。 

 

〔初年次教育〕 

●「入門ゼミⅠ・Ⅱ」による初年次教育 

入門ゼミは平成 11(1999)年度から開設しており、15 人以下の尐人数クラスで、2 単位

が認定されている。その主な目的は①大学入門として、如何にスムーズに高校生から大

学生へ成長させるかであり、②学問入門として、大学教育における知的活動への動機付

けである。 

 

〔継続した学習支援〕 

●補習授業と e ラーニングによる学習支援 

補習授業は、日本語文章能力検定 3 級・準２級受検者（希望者）を対象に対策講座を

開講している。TOEIC や日本語文章能力検定の受検者支援、英語の学習支援や就職試

験対策の「SPI 対策」として、e ラーニングによる学習支援を行っている。 
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●資格取得支援課外講座 

人材育成、スキルアップ、資格取得を目的として課外講座の企画・運営を行っている。 

主な講座には、公務員講座、ビジネス講座、情報系講座などがある。 

●オフィスアワーの導入・実施 

すべての専任教員が特定の曜日・時間を設定したオフィスアワーを実施している。 

●ゼミ担当教員による学生支援体制の構築 

アドバイザーとして各ゼミ担当教員が入学から卒業まで、修学に関する相談、学生生

活、就職、学籍異動（休退学）など様々な相談に応じている。 

●成績不振者対応 ～定期的な呼びかけと懇談の実施～ 

単位修得が極端に不足し、卒業延期、退学を余儀なくされる学生や大学教育に溶け込

めない学生のために保護者を含めた個別の指導体制を整えている。 

●ボランティアチューター制度 

交換留学生と正規留学生の両者に対して、日本語学習および日常生活や修学上のサポ

ート役として「ランゲージパートナー」という日本人学生によるボランティアチュータ

ー制度を導入している。 

●総合的学習支援システムの導入 

先進的な Web 情報システム「HUE NAVI」（ヒューナビ）を導入し、履修状況や成

績等の学生情報を、学生・教員・職員が共有できるようになった。このことにより、教

職員による学生への支援がより早く、充実したものになってきている。 

●「夢チャレンジシート」による自己実現支援 

「夢チャレンジシート」を活用することにより、教職員が学生の 4 年間の成長を見守

り、手助けして、より充実した人生が歩める基礎づくりができるように支援している。 

●留学制度 

短期留学プログラムは異文化体験と語学力向上を目的としたカリキュラムで、派遣先

は 表 4－2－1 のとおりである。 

 

表 4－2－1 短期留学プログラムの概要 

 留 学 先 研修内容 留学期間 

夏 

期 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

オーストラリア 

（マッコーリー大学） 

英会話 

オーストラリア文化の学習 8～9 月 

（約 1 か月間） フランス 

（ラ・ロシェル高等商科大学） 

フランス語会話 

フランス文化の学習 

春 

期 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

ニュージーランド 

（オークランド大学） 

英会話 

ニュージーランド文化の学習 

2 月～3 月 

（約 1 か月間） 

中 国 

（大連理工大学） 

中国語会話、北京研修 

中国文化の学習 

2 月～3 月 

（約 1 か月間） 

 

 

 



広島経済大学 

- 6 - 

長期留学プログラムの派遣先は、表 4－2－2 のとおりである。 

 

表 4－2－2 長期留学プログラムの概要 

 留  学  先 研 修 内 容 留学期間 

長
期
語
学
留
学 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

中 国 

大連理工大学（国際文化交流学

院） 

文法、会話、聴解、作文など中国語

の総合的学習 

8 月～1 月 

（約 6 か月間） 

3 月～8 月 

（約 6 か月間） 

オーストラリア 

（マッコーリー大学） 

文法、会話、聴解、作文など英語の

総合的学習 

9 月～2 月 

（約 6 か月間） 

3 月～8 月 

（約 6 か月間） 

長
期
派
遣
留
学 

プ
ロ
グ
ラ
ム 

デンマーク 

（サザンデンマーク大学） 

デンマークの文化・歴史、マーケテ

ィング、政治経済分野の専門的学習 

9 月～2 月 

（約 6 か月間） 

ド イ ツ 

（フォルツハイム芸術工科大学） 

ファイナンス、マーケティングなど、

ビジネスに関する分野の専門的学習 

ポーランド 

（クラクフ経済大学） 

マネジメント、国際貿易など、ビジ

ネスに関する分野の専門的学習 

フランス 

（トゥール高等商科大学） 

商業、マネジメント、ファイナンス、

コンピュータ分野の専門的学習 

 

受入留学生と留学を志す学生との交流が図れるよう「国際交流ラウンジ」を設置、室

内にはインターネットに接続可能なパソコン（4 台）、海外留学情報雑誌、海外教育機

関のパンフレット、語学検定情報誌などを備え、留学や国際交流に関する最新情報が入

手できるようにしている。 

 

〔大学院〕 

●学部との 5 年プログラム 

特に優秀と認められる学生が、学部 4 年次に大学院経済学研究科博士課程前期課程経

済学専修コースの科目を先取り履修することで、合計 5 年で「修士（経済学）」学位が

取得できるシステムを平成 16(2004)年から導入している。年度別 5 年プログラム入学者 

・修了者数は表 4－2－3 のとおりである。 

 

表 4－2－3 年度別５年プログラム入学者・修了者数 

 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 合 計 

入学者数 － 3 4 1 4 12 

修了者数 － 2 3 3  8 

＊当プログラムは、平成 16(2004)年度導入のため、平成 16 年度については、当プログラムの学生は、学

部 4 年次の大学院科目等履修生扱いの者のみで、正規生としての入学者なし。 
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●長期履修制度 

主に社会人学生向けに修業年限延長を予め申請できる履修制度を設けている。社会人

入試制度と合わせて、経費的にも延長期間分の授業料減免に繋がるものである。年度別

長期履修生受入れ数は表 4－2－4 のとおりである。 

 

表 4－2－4 年度別長期履修生受入れ数 

博士課程・前期課程 

 平成 16年度 平成 17年度 平成 18年度 平成 19年度 平成 20年度 

入学者数 － １ － － － 

修了者数 － － １＊ － － 

＊修了者 1 人は、結果的に、2 年で修了。 

博士課程・後期課程 

該当なし 

●副ゼミ制度 

大学院経済学研究科の課程において、選択科目として１年間に２単位までの副ゼミを

履修することができる。この制度により、自身の所属する研究指導以外の指導教授の指

示に基づいて、より高度で専門的な経済学的知識を幅広く修得することができる。 

 

４－２－② 学士課程、大学院課程、専門職大学院課程等において通信教育を実施してい

る場合には、学習支援、教育相談を行なうための適切な組織を設けているか。 

通信教育を行なっていない。 

 

４－２－③ 学生への学習支援に対する学生の意見等を汲み上げるシステムが適切に整

備されているか。 

ゼミ担当教員は入門ゼミにおいて、個別にアンケートを実施し、学生からの意見などを

集約している。 

年２回行なわれる学生による授業アンケートは、全授業（ごく一部の科目を除く）を対

象に実施し、授業に対する評価、自由記述を各教員にフィードバックしている。また、結

果については冊子にして公開している。 

学務センターとキャリセンターは満足度調査を年１回実施している。キャリアセンター

では 1・2 年次の全学生との面談（平成 19(2007)年度）により、学生の意見を汲み上げて

いる。 

「聞いて学長」は、学生が自由に、学長に要望を伝えることの出来る目安箱で、学長自

らが関係部署と連携して回答すると共に、関係部署に向けて改善点を指示している。 

大学院経済学研究科では、研究科長が、大学院学生によって組織された大学院生協議会

の会長と密接に連絡を取り合い、大学院学生の意見を汲み上げている。 

 

（２）４－２の自己評価 

入学前教育のスクーリングには約 9 割の推薦入学予定者が参加し、入学直後の新入生セ
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ミナーは教職員・学生同士の距離感を縮めることと大学教育へのソフトランディングに効

果を発揮している。 

e ラーニングによる TOEIC や日本語文章能力検定への支援、補習専門教員の採用によ

る文章能力の補習体制、学習意欲の高い学生のための資格取得講座の導入、表彰制度と幅

広い学習支援体制を敷いてきていることによって、学力の底上げにも成果を上げている。 

「学びへの誘い」「成績不振者対応」「学習意欲の向上」など様々な角度から学習支援

をしている。1～4 年次までの尐人数ゼミナールを利用した一貫指導体制により、早期離脱

者・退学者を減尐させている。 

成績評価基準の素点公開は、学生の質保証だけでなく、教員側が厳正で明確な評価基準

を示すことで、学生がその目標に向かって自学自習する効果がある。 

「夢チャレンジシート」は、1・2 年次の学生全員の面接を通して双方向で、行動目標に

対する進捗状況を確認し、自分自身の成長を実感できるようにし、学生の希望や意見を併

せて汲み上げていることは画期的なことと評価している。 

短期留学プログラムではピーク時の平成 11(1999)年には年間 33 人の学生を派遣、長期

留学プログラムでも平成 12(2000)年から平成 15(2003)年の間に各 4 人の学生を派遣した

実績があるが、平成 13(2001)の 9・11 のテロ事件以降、海外留学を希望する学生は減尐し

ている。 

 

（３）４－２の改善・向上方策（将来計画） 

学習方法の改善や支援面からは、「夢チャレンジシート」の運用、さらに厳格な成績評

価および GPA を利用した学習指導、奨学金支給などの支援体制を築く。 

「教育・学習支援センター」に補習担当者を置き、学習相談など指導助言体制を強化し、

「資格取得支援講座」「補習授業」のコンテンツを見直す。 

多様な学生への対応には、学生相談室、臨床心理士の資格を有した専門職員や教員、そ

の他関係部門による組織的な連携、対応を行う。 

 

４－３．学生サービスの体制が整備され、適切に運営されていること。 

（１）事実の説明（現状） 

４－３－① 学生サービス、厚生補導のための組織が設置され、適切に機能しているか。 

学生課では「下宿の紹介」「各種奨学金の案内と手続き」「課外活動支援」「学友会活

動支援」「アルバイトの紹介」「ボランティアの紹介」「学割や通学証明の発行」等の業

務を行なっている。その他、「マナー意識向上」のために、「バイク通学マナー向上」「喫

煙マナー向上」「学内美化」を３本柱として積極的に推進活動を展開している。 

学生生活委員会では厚生補導に関する方針や処分案を協議している。 

保健室では 2 人の看護師が常駐し、「定期健康診断」「健康相談」「応急措置」などの

ほか、「治療費補助業務」や「健康診断証明書の交付」を行なっている。 

学生相談室は、面接室３室、こころの休憩室、談話室、スタッフ室が各１室、研究室２

室で構成され、室長、専任カウンセラー、受付職員が各 1 人、教員相談員 4 人、非常勤カ

ウンセラー3 人の計 10 人がそれぞれの立場から支援を行っている。（データ編【表 4－8】

参照） 
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外国人留学生からの相談には国際交流室職員４人に加え３人の国際交流室専門員（教員

兼担）で対応しているが、①在留資格申請・資格外活動 ②宿舎 ③各種奨学金 ④授業

料減免 ⑤国民健康保険 ⑥学習・生活支援 ⑦就職支援 ⑧地域交流に関する事項など、

生活全般にわたる支援や生活指導に係わる業務を行っている。 

また、国際交流委員会で外国人留学生入試や本学からの留学生選抜や奨学金など諸課題

を検討している。 

 

４－３－② 学生に対する経済的な支援が適切になされているか。 

「日本学生支援機構奨学金」「地方公共団体奨学金」「企業による奨学金」に加え、「石

田学園奨学金」等独自の奨学金制度を設けている。（データ編【表 4－10】参照） 

勉学意欲のある学生で、経済的理由により修学困難な学生に対し、金融機関と提携した

独自の石田学園教育ローン制度を設けている。学費支弁者の住宅が自然災害で多大な被害

を受けた場合に、見舞金支給のほか授業料減免を適用する場合がある。 

外国人留学生への支援として、授業料減額制度を設けている。ほかに、石田学園留学生

奨学金（年額 10 万円給付、給付枠 15 人）、広島経済大学同窓会留学生奨学金（月額 6 万

円給付、給付枠 1 人）がある。また、国費外国人留学生奨学金、私費外国人留学生学習奨

励費、地方公共団体・財団等の奨学金制度への申請事務手続きや新規奨学金の開拓などに

取り組んでいる。奨学金の受給状況は、受給対象者 63 人（大学院研究生 2 人を含む）中、

49 人が受給している。外国人留学生各種奨学金の受給状況は、表 4－3－1 のとおりであ

る。 

 

表 4－3－1 外国人留学生 各種奨学金の受給状況 （平成 19(2007)年度実績） 

奨 学 金 の 名 称 金   額 受給者 

(財)ロータリー米山記念奨学会奨学金 月額 15 万円給付 １人 

私費外国人留学生学習奨励費 月額大学院 7 万円、学部 5 万円給付 9 人 

(財)八幡記念育英奨学会奨学金 月額  6 万円給付 ３人 

広島経済大学同窓会留学生奨学金 月額  6 万円給付 １人 

(財)熊平奨学文化財団奨学金 月額  7 万円給付 5 人 

(財)もみじ銀行育英会奨学金 月額  5 万円給付 １人 

(財)ひろしま国際センター留学生奨学金 月額  3 万円給付 ６人 

ひろしま奨学金 月額  3 万円給付 6 人 

(財)石田教育振興財団奨学金 月額  3 万円給付 ２人 

石田学園留学生奨学金 年額 10 万円給付 15 人 

合  計 49 人 

受給対象者 63 人（大学院研究生 2 人を含む）中の受給率 78％ 

 

４－３－③ 学生の課外活動への支援が適切になされているか。 

学友会は、体育系 36 サークル、文科系 23 サークル、応援団 3 サークル、特別委員会（大

学祭実行委員会、献血推進委員会、マナー向上委員会）、執行部、体育局、文化局で構成
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されている。主な行事として、新入生歓迎セレモニー、学内献血（年３回）、学生大会（年

２回）、ゼミ対抗スポーツ競技大会、サッカー大会、定期演奏会、地域住民との地域一斉

清掃（年２回）、大学祭、謝恩会等を積極的に行なっている。 

全国大会に出場するサークルには、保護者会、同窓会、大学から交通費や激励金の支給

を行なっている。また、学友会主催で、壮行会や応援ツアーを実施している。 

各サークルには専任教職員が顧問や部長に就任すると共に、外部から有資格者のコーチ

を招聘し活性化に努めている（平成 19(2007)年度実績：硬式庭球部、サッカー部、柔道部、

ダンス部、硬式野球部）。学生も加わった「サークル活動連絡会議」を開催し、活動結果

の報告や情報交換、各サークルの活性化策などを審議している。 

年１回、リーダーとしてのモチベーション高揚、下級生への指導力育成を目的として、

全サークルの学生代表者を対象にサークルリーダーズ研修会を実施している。 

本学の留学生で組織された「留学生会」は、年 2 回の総会をはじめ、サマーキャンプ、

歓送迎会、スポーツ大会、大学祭への参加などの活動を展開、学外においては通訳やボラ

ンティア活動、地域の国際交流事業への参加を通じて、日本人学生や地域の方々との交流

を積極的に行っている。また、日本人学生による「国際交流サークル Ciao」があり、留学

生を支援している。 

 

４－３－④ 学生に対する健康相談、心的支援、生活相談等が適切に行なわれているか。 

健康相談体制として校医２人を整え、平成 19(2007)年度から女性医師 1 人を配置し、女

子学生への対応に配慮した。周辺地区の 21 医院との連携により、緊急時の対応に備えて

いる。 

平成 18(2006)年度からキャンパス内の喫煙所を 9 箇所に限定すると共に、専従のマナー

指導員 3 人を採用し、本格的な分煙化（副流煙対策）活動を開始した。平成 19(2007)年度

からは喫煙所での定期掲示、禁煙デー等イベントでの呼びかけを実施するなど、禁煙・卒

煙（健康増進）対策へと発展進行中である。 

平成 17(2005)年度に制定された食育基本法を受けて、平成 19(2007)年度には全学生対

象に「食育実態調査」を実施した。また、外部栄養士、食堂業者、売店業者を交えて「学

生の食生活を考える会」を発足、定期的に講習と意見交換を行なっている。 

学生の心理発達的課題が多様化、深刻化している現在、学生相談室では計 10 人のスタ

ッフで、在学生だけではなく卒業生、教職員、保護者からの個別相談にも応じている。 

新入生オリエンテーションの際に、悪質商法、宗教的勧誘、詐欺などに対する注意喚起

を行なうと共に、大学生活への適応促進などを目的とした、ユニークな「キャンパスライ

フ実践論」（2 単位）を開設している。 

平成 13(2001)年に「学生に対するセクシュアル・ハラスメント防止等に関する規程」を

制定し、セクシュアル・ハラスメント委員会を組織した。同規程を『学生生活の手引』に

掲載し、平成 18(2006)、19(2007)年度の教職員対象の「人権問題等研修会」でセクシュア

ル・ハラスメントを取り上げた。 

障害者支援としては、学内のバリアフリー化と全教室へのエレベーターでの移動、各棟

車椅子でのトイレ利用を可能にした。更に、サポート本部を学生課に置き、教職員に加え

て学生からもサポートメンバーを公募している。 
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外国人留学生に対しては、国際交流室の職員 4 人と英語、中国語、日本語担当の教員 3

人が随時相談に応じる体制を整えている。 

 

４－３－⑤ 学生サービスに対する学生の意見等を汲み上げるシステムが適切に整備さ

れているか。 

平成 12(2000)年度からキャンパスライフ満足度調査を行なっている。平成 16(2004)年

度までの 5 回は総合的な内容で実施し、現在は窓口対応の多い学務センター（教務課、学

生課）とキャリアセンターで実施している。結果は各部署で共有され学生対応の改善に役

立てている。 

平成 15(2003)年度に設置された学長への意見箱（「聞いて学長」）を学内に３箇所設置

している。意見内容と回答は学内掲示板や在学生用ホームページで閲覧でき、これまでに

学生駐車場や駐輪場の整備のきっかけになるなど、学生のためのキャンパス作りに役立て

ている。 

学友会と学生課が月 1 回連絡協議会を実施し、相談や意見交換を行なっている。 

 

（２）４－３の自己評価 

学生サービス、厚生補導のための組織として、学生課・学生生活委員会は、学生の自主

性の尊重と社会に通じるマナー意識の高揚をポイントに活動し、平成 17(2005)年度には、

学生主導による「マナー向上委員会」が発足するなど、成果が出始めている。 

外国人留学生へのサービスや厚生補導については、国際交流室・国際交流室専門員が担

当しているが、言葉の違いにより留学生との十分な意思疎通に多尐の課題が残る。 

定期健康診断の受診率は平成 14(2002)年以降、90％以上を維持している。また女子学生

のために女性の学校医を配置するなど改善した。平成 19(2007)年度、本学で 2 人の麻疹感

染者を出したので、緊急対策について改善の余地がある。生活習慣病については「食育指

導」ともリンクさせて、今後の改善が必要である。 

「学生相談室」は充実しており、平成 19(2007)年 3 月、独立行政法人日本学生支援機構

発行の「大学における学生相談体制の充実方策について」のなかで、充実モデルの一つと

して紹介された。 

経済的支援については、大学独自の奨学金やローン制度、学費の延納制度、表彰制度、

留学生への授業料減免制度等ある程度の整備はできている。しかし、本当に経済的に困窮

している学生への支援や本学の人材育成目標にかなう行動をしている学生を支援するには

課題が残っていたので、平成 20(2008)年度から自己申告型のものを加え、新しい奨学金制

度に改善した。 

また従来の学業奨励の奨学制度に加えて、自ら目標を立てその達成のために自主的に活

動する学生への支援やピアサポーターへの支援などを含む新奨学金制度を平成 20(2008)

年度からスタートさせ、予算も約 1,000 万円増額し総額で 1,500 万円規模とした。 

本学の全留学生を対象とした授業料減額制度と、学習奨励を目的とした大学独自の奨学

金制度は、彼らの経済的負担を軽減する有効な支援策となっている。しかし、両制度とも

学業成績を重視しているため、成績の悪い学生には負担軽減の効果が薄い。 

その他、学生の課外活動への支援については、設備、表彰制度、遠征時の様々なサポー
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ト等、充実を図っている。 

学生からの意見を汲み上げるシステムとしては、「キャンパスライフ満足度調査（学務

センターアンケート）」「聞いて学長」「学友会と学生課による連絡協議会」「学生生活

実態調査」などがあり、全学で真摯に対応している。留学生対象に国際交流ラウンジに意

見箱を設置しているが、「聞いて学長」の意見箱ほど活用されていないのが現状である。 

課外活動等の活性化のために、入学時に推薦入学者に対し「ニューリーダー研修会」を

実施したが、その成果は必ずしも十分とはいえなかった。 

以上、学生に対する健康相談、心的支援、生活相談、経済的支援については、総じて比

較的充実した対応ができている。 

 

（３）４－３の改善・向上方策（将来計画） 

学生の健康相談については、学校医の来学回数の増加、検診内容を記載した「健康手帳」

の改善、学校医と保健室の情報交換の改善を計画している。平成 19(2007)年度の麻疹流行

に対し、現在の「緊急時の対応マニュアル」が不十分であることが判明したので、平成 20 

(2008)年度に改訂する。また、平成 19(2007)年度からスタートした、「食育指導」に対し

ては、従来の栄養士、食堂業者、売店業者に学生を加えた「学生の食生活を考える会」で、

新メニューの開発や啓発活動を行なっていく予定である。また、心的支援、生活相談につ

いては、月に 1 回の事務連絡会、年 1 回の相談室主催「学生対応を考える会」などを有効

活用していく。 

留学生については、留学生の「生活実態調査」を実施し、意見を汲み上げる。 

課外活動等の活性化のために、入学時に実施した推薦入学者に対する 1 年次での「ニュ

ーリーダー研修会」の内容を見直す。 

 

４－４．就職・進学支援等の体制が整備され、適切に運営されていること。 

４－４－① 就職・進学に対する相談・助言体制が整備され、適切に運営されているか。 

（１）事実の説明（現状） 

本学では、入学直後から卒業までの 4 年間、学生一人ひとりが段階的にキャリアアップ

できるきめ細かな支援体制を構築している。 

１）「夢チャレンジシート」とサポーター 

中でも平成 18(2006)年度から導入した「夢チャレンジシート」とサポーター制度は、学

生一人ひとりに「目標を立て、その実現に向かって努力する」意識を高めさせる手段とし

て、4 年間にわたって、学生の成長過程を記録・蓄積しながら、総合的に学生支援を行う

全学的取組である。教員とサポーターは、何時でも担当学生の「夢チャレンジシート」を

確認でき、目標の変更などに合わせて適切なタイミングで教育指導や情報提供が可能であ

る。学生はこのシートを通して、行動目標に対する進捗状況を確認し、自分自身の成長を

実感できるしくみとなっている。 

サポーターとは、キャリアセンターに所属する 4 人の「夢チャレンジシート」運用の専

任スタッフである。平成 19(2007)年度は、前期に新入生全員
．．．．．

、後期に２年次生全員
．．．．．．

と個別

面談を行い、直ちに Web システムに面談所見を入力した。その結果、一人の学生を教員

とサポーターで支える構図が成り立っている。 
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２）1 年・2 年次生を対象とする「進路支援プログラム」 

低学年次（1～2 年次生）を対象とする「進路支援プログラム」として、入学直後にゼミ

単位で実施する「入門ゼミキャリアガイダンス」「業界研究会」「わたしのしごと－卒業

生を囲んでの座談会－」等を実施している。これらは、3 年次生の就職技術支援指導に入

る前段階としての人間形成や、職業観育成を目的としている。 

 

３）3 年、4 年次生を対象とする「就職支援プログラム」 

平成 19(2007)年度の 3 年次生からの「就職支援プログラム」では、ゼミ単位で実施する

3 年ゼミ就職ガイダンス（75 ゼミ）、就職ガイダンス（計 12 回）以外に、SPI・一般常識

模擬テスト（2 回）、筆記試験対策講座（4 回）、面接試験対策講座、学内合同企業説明

会（計 13 回）、U ターン就職ガイダンス等、手厚く学生の就職活動をバックアップして

いる。 

さらに、実践的な講座、「マスコミ・難関企業対策特別講座」「グループディスカッシ

ョン対策講座」「就職サクセス講座（7 月～1 月）」を開設、そのほか、1 泊 2 日の飛行機

で行く就活ツアー「東京合同企業説明会参加ツアー」、東京の有名写真スタジオの協力を

得て実施する履歴書写真用の「学内証明写真撮影会」など、就職活動に必要な準備から実

践までをサポートしている。 

 

４）その他の就職支援プログラム 

その他公務員志望者のための支援プログラムも充実しており、特に春休みに実施してい

る「総仕上げ合宿講座」は、毎年高い合格実績を上げている。また、本学では、既卒者・

第 2 新卒者の就職支援にも力を入れており、希望者には定期的に求人企業情報のメールを

配信するなど、そのサポート体制を整えている。 

大学院経済学研究科の学生については、キャリアセンター、国際交流室、研究指導教員

等が中心になって、相談・助言を行っている。 

また、留学生への就職支援を国際交流室とキャリアセンターが連携しながら、留学生対

象就職ガイダンス、ビジネス日本語能力テスト模擬テスト、3 年次生の留学生に対するビ

ジネス日本語能力テストの受験料補助等を行っている。 

 

４－４－② キャリア教育のための支援体制が整備されているか。 

本学では、多彩なキャリア形成支援の内、正課において全学的に取り組んでいるものを

キャリア教育と捉えている。 

１）キャリア科目 

進路・就職へのモチベーションを高めることを目的に、1 年次から履修可能なキャリア

関係科目を体系的に設けている。 

キャリアプランニング科目では、「キャリアデザイン入門Ⅰ・Ⅱ」（1 年次）、「キャ

リアフィールドワークⅠ・Ⅱ」（1 年次）、「キャリアデザインⅠ・Ⅱ」（2 年次）、「キ

ャリア実践」（3 年次）を設けている。 

公務員試験関係科目では、「Logical Decision 基礎Ⅰ・Ⅱ」（1 年次）、「Logical Decision

Ⅰ・Ⅱ」（2 年次）、「政治・社会制度基礎Ⅰ・Ⅱ」（3 年次）があり、これらは、課外
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講座との連携によって公務員試験合格を目指す科目として人気が高い。 

就職対策試験関係科目では、「社会人基礎学力Ⅰ」（1 年次）、「社会人基礎学力Ⅱ」

（2 年次）、「社会人基礎学力Ⅲ・Ⅳ・Ⅴ」（3 年次）を設け、低学年次からの基礎学力

の強化を図っている。 

教員採用試験関係科目では、「教職教養」（3 年次）、「思考力開発」（3 年次）を設

け、教員採用試験に備えている。 

 

２）能力開発科目 

正課授業として資格取得をサポートする科目を多数設置している。「税理士関係科目」

（14 科目）、「社会保険労務士関係科目」（3 科目）、「ファイナンシャルプランナー関

係科目」（2 科目）、「宅地建物取引主任者関係科目」（3 科目）、「通関士関係科目」

（2 科目）、「初級システムアドミニストレータ関係科目」（2 科目）、「野村證券株式

会社提供関係科目」（1 科目）、「国内インターンシップ」（1 科目）、「学校インター

ンシップ」（1 科目）、「ビジネス情報学科関係科目」（4 科目）があり、指定の資格を

取得すると、対応する授業科目は単位として認定される。さらに、資格・能力等奨学補助

金制度に該当する資格を取得すれば、奨学補助金が受給できる。 

 

３）企業インターンシップ 

国際地域経済学科国際実践科目として、「企業インターンシップⅠ」（国内）、「企業

インターンシップⅡ」（海外）を設置している。 

 

４）興動館科目 

興動館科目は、「フィールド（元気力・企画力・行動力・共生力）」という考え方を採

択し、学問領域ではなく、達成されるべき目標で科目を分類している。多くの企業が求め

ている「人間力」を鍛えるための経験と実践の機会を多く与える科目である。 

 

５）特別講義 

本学では、大学と実社会の橋渡し役となる科目として「特別講義」を実施している。政

治、経済、文化など各界の第一線で活躍されている方や、地元企業のトップを客員教授と

して招き、「教養特別講義Ⅰ・Ⅱ」「中・四国地域特別講義」「広島地域ものづくり事情

講義」を開設している。 

大学院経済学研究科の学生も、学部の科目等履修生の形で、各種「能力開発科目」（資

格取得支援科目）等を受講できることになっている。 

 

（２）４－４の自己評価 

低学年次（1～2 年次生）を対象とするキャリア形成支援は、「夢チャレンジシート」を

中心にかなり支援体制が整っている。平成 20(2008)年度で 3 年目を迎えるこの制度を進路 

・就職支援に活かし、学生の希望の進路を実現していくことが課題となる。 

キャリアセンターが実施している就職支援プログラムは充実しているが、その殆どが正

課外であるため、その後のチェックやサポート体制が不十分な点がある。進路指導は、日
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頃から学生と接点の多い教員の協力が欠かせない。特に 3 年、4 年次ゼミにおいては、教

員が個別面談をこれまで以上に実施し、進路希望調査や進路状況を詳細に把握することが

必要である。キャリア科目の一層の充実も含めて、全教職員が一体となって進路指導に取

り組んで行く必要がある。 

 

（３）４－４の改善・向上方策 

就職できない学生の多くが低単位修得者であることから、低学年次からの成績・生活・

履修・進路指導を徹底し、3 年次生からの就職準備に専念できる環境づくりが急がれる。

当面はキャリアセンター、学務センターおよび教員が「夢チャレンジシート」の活用等に

より連携を図りたい。 

キャリアセンターとインターンシップ推進室が関わる企業には接点があり、学内合同企

業説明会や企業訪問等では連携することにより、より効率的な活動が可能となる。 

留学生の日本企業への就職支援については、国際交流室、キャリアセンターおよびイン

ターンシップ推進室とのさらなる連携を図り留学生対象就職ガイダンスの充実、インター

ンシップ等の促進を図る。 

 

［基準４の自己評価］ 

アドミッションポリシーは明確であり、ほとんどの入試方法は適切である。 

 

［基準４の改善・向上方策（将来計画）］ 

一般入試、センター入試についてアドミッションポリシーとの関連性を保つため、入試

説明会、入学試験要項等でアドミッションポリシーを周知し入学後の行動指針等を理解し

たうえで受験に臨んでもらうようにする。 

学生の学習支援、学生サービス、就職・進学支援の体制はほぼ整備されており、かなり

の水準で適切に運営されているが、さらに教員による学習支援や就職・進学支援がなされ

るよう「夢チャレンジシート」の活用を図る。 


